














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































計 8 46 30 18 4 11 53 113 283
注　油井正昭「国立公園の教化利用の充実と発展」『国立公園』446号，1987年１月。
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表８に示したように，1987年頃までに国立公園行政当局は，国立公園の
教化利用施設として，自然を研究し散策を楽しむ自然研究路283ヵ所，自然
についての情報を学ぶビジターセンター53ヵ所，歴史，科学宿部，動物な
どの博物館127ヵ所を設置した。
このような教化施設設は，国立公園を訪れる国民に国立公園についての
知識を広める一定の役割を果たした。
油井正昭氏は，ビジターセンターなどの設置を評価しつつも，「しかし一
部の公園を除き全体的には，教化施設の整備量も，自然解説活動も現状は
まだ低いしい順にある」と指摘している（4）。
1987年５月にリゾート法が成立し，それに前後してすでに見たように一
般的にはリゾート開発がブームとなり，国立公園内でもリゾート開発計画
が立案されていた。そうした状況の中で，自然保護局は，新たな国立公園
利用政策の提起を迫られた。
自然保護局は，1987年５月のリゾート法の制定を受けて同年８月に自然
環境審議会自然公園部会」に「自然公園の利用のあり方」について検討す
るよう諮問した。自然公園部会は「自然公園の利用のあり方検討小委員会」
を組織して，22カ月の検討を重ね1989年５月に「自然公園の利用のあり方
について」と題する報告書を提出した（5）。
提出されたこの報告書は，20年前の1968年に提出された「自然公園制度
の基本的方策に関する答申」が高度成長期に国立公園の過剰利用，過剰開
発による自然破壊，国立公園管理の脆弱さを厳しく反省し国立公園制度の
改善を提起したのと比べると，ほとんど注目すべき政策を提起していな
い（6）。
報告書は，長文のものであるが，後半の４「望ましい自然公園の利用の
実現のために講ずべき施策」について論じているが，従来から指摘されて
いることの繰り返しでほとんど注目すべき提案は見られなかった。
（1）項「施策の基本的方向」では，一般的な既存の自然公園の利用の方
策の改善が強調されているだけだった。（2）項「講ずべき具体的施策の概
181
要」では，その１「新たな公園計画の確立」で，「利用面から地域特性の明
確化」を図り，自然公園を「野生体験型」「自然探究型」，「風景鑑賞型」，
「自然地保養型」の４地域類型区分を提起しているのが注目されるが，あと
は「利用施設計画の見直し」，「公園事業の考え方の再検討」，「集団施設制
度の再検討」を訴えているだけだった。
（2）項のその２「望ましい利用のためのプロジェクトの実施」では，初
めて利用上の具体的な施策が提起されているが，これまでの制度，施策の
充実を提言しているだけだった。ただし「営造物的管理を行う地区の設定」
などは新しい政策の提起として注目される。
（2）項のその３「利用拠点の整備・活性化」では，「集団施設地区の活性
化」，「国民休暇村の整備」など従来の制度を充実するよう提言しているだ
けであった。
（2）項のその４「施策整備の充実・高度化」でも，「ビジターセンターの
活性化」，「自然探勝路の充実強化」と既存の施策の強化を指摘するだけだ
った。ただ「清潔で快適な公衆便所の整備」では高度成長期に問題化され
て進展がなかった問題に改めて公衆便所の整備を強調し，以後の改善に道
を開いたことは少なからぬ意義がある。
（2）項のその５「望ましい利用の実現のため仕組みの整備」では，ここ
でもごく当たり前の「国民の自然公園に対するイメージの形成」，「管理体
制の充実」などが指摘されているだけで，自然公園における利用者の「費
用負担のあり方の検討」もすでに提起されたことの確認に過ぎない（7）。
以上のように「自然公園の利用のあり方」についての報告は，特に新し
い施策が提起れた訳ではない。
この報告書は，環境庁設立後，一時的に「自然公園の目的の一つである
利用の増進については行政の上でも消極的にならざるを得なかった」と指
摘し，「観光的利用よりもむしろ保護を重視した公園」の指定につとめてき
たと指摘している（8）。
環境庁は，先の答申にそって1990年「自然体験活動推進方策検討調査」
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を行ない，1992年に「自然地域における観光の一つのあるべき姿として，
近年国際的にも関心を集めている『エコツーリズム』に着目して，今後わ
が国において展開していく場合の条件，方向性などを検討した。」（9）
先に指摘したように1991年に自然保護局企画調整課の中に「自然ふれあ
い推進室」を設置し（10），環境庁長官は，1994年10月に「自然公園における
自然とのふれあいの確保の方策について」諮問を行い，自然環境審議会は，
1995年７月に「自然公園における自然とのふれあいの確保の方策につい
て」の答申を提出した（11）。
この答申は，第１に，1993年に成立した環境基本法の環境政策の基本的
指針の一つとして「人と自然との豊なふれあいの確保」の政策に従い，第
２に，1987年５月の「自然公園の利用のあり方」答申で「望ましい自然公
園の利用の実現のために講ずべき施策」に即して特に「自然公園等におけ
る自然とのふれあいの確保の方策について」改めて述べたもので，特に注
目すべきものはない。もちろん国立公園の利用にとって必要かつい重要な
ことであるが，自然学習の重要さとか，「自然とのふれあい」についてその
システムや活動につて改めて強調しているだけである（12）。
この答申を受けて自然保護局は，その後「自然とのふれあい」関連を含
む自然公園等事業費を増やしていく。
1993年度には，67億円程度だった自然公園等事業費は，1994年度から
「公共事業費関係費に位置付けられ」89.4億円に，1995年度には109億円，
1996年度は，116.4億円，1997年度に128.0億円，1998年度に，129.3億円，
1999年度に，164.4億円，2000年度に，175.8億円と急増させていった。逆
にすでに指摘したように，自然公園の管理費などはほとんど増加していな
いが（13）。
もっとも自然公園等事業費の中で国立公園に支出した額は，予算から明
確にできないが，1995年７月の「自然公園における自然とのふれあいの確
保の方策について」の答申以降，大幅に増大していったことに間違いがな
い。
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特に「自然公園等の整備事業については，真に豊かな国民生活の実現を
図るものとして，平成６（1994）年度から公共事業関係費に位置付けられ，
平成７（1995）年度予算において総額103億円」としたと時の自然保護局
長は述べている（14）。
こうして自然保護局は，従来の道路を無駄な道路やうわものを建設した
りする公共事業と違った「国民生活に密着新しいタイプの公共事業として
計画的，総合的な事業展開を図ることをとし」1997年度には「苑地，歩道，
公衆トイレ等の基幹的施設の整備を引き続き実施するほか，特に次の事
業」，「国立・国定公園等のすぐれた自然とのふれあいの場の整備」として，
緑のダイアモンド計画整備事業（自然環境保全修復事業，自然体験フィー
ルド整備事業，利用拠点整備事業，利用誘導拠点整備事業など，38億円），
自然体験滞在拠点整備事業（ふれあい自然塾整備事業など，26億円），エ
コ・ミュージアム整備事業（12億円），ふるさと自然ネットワーク整備事業
（９億円），長距離自然歩道整備事業（９億円）を展開した。
その後も，「自然とふれあいの推進」費の張り付けが一貫しないが，その
都度必要な課題を設定して，自然公園等整備事業の名目で国立公園の利用
施設とシステム整備の整備を図っていった。
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注
（１）『自然公園法』第１条を参照。
（２）加治隆『自然公園における国民休暇村成立の意義と公園利用への効果に関
する研究』「資料編」，2009年，東京環境工科学園出版部，153－5頁参照。
（３）加治隆，油井正昭「自然公園の充実に果たした国民休暇村の役割」，『ラン
ドスケープ研究』69－5，2006年３月，390頁。
（４）油井正昭「国立公園の教化利用の充実と発展」，『国立公園』No.446，1987
年１月，27頁。
（５）小野寺浩「自然公園の利用のあり方検討報告の概要について」，『国立公
園』No.475，1987年７月，３頁。
（６）自然公園部会「自然公園の利用のあり方について」，前掲『国立公園』
No.475，８頁以下に掲載。
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（2）国立公園の利用政策のほころび
①主要国立公園における観光開発による自然破壊・環境毀損
高度成長期における主要国立公園における観光道路建設は，著しい自然
破壊と環境毀損を引き起こした。また1971年に環境庁が設置されて以降，
数は減ったが幾つかの国立公園における観光道路建設計画が実施され著し
い自然破壊と環境毀損を引き起こした。
高度成長期における吉野熊野国立公園内の大台ケ原観光道路（1958年か
ら工事開始し1960年完成），富士箱根伊豆国立公園内のスバルライン（1961
年から工事開始し1964年完成），日光国立公園内の尾瀬観光道路（1966年
から工事開始し1971年工事中止），中部山岳国立公園内の立山黒部アルペ
ンルート（1964年から工事開始し1971年完成），観光道路ではないが支笏
洞爺国立公園内の恵庭岳スキー場開発（1968年から工事開始し1971年工事
完了），南アルプス国立公園内の南アルプス・スーパー林道建設（1969年
から工事開始し1971年に中止，197年工事再開，1980年完了）などが，著
（７）同上，15－19頁。
（８）同上，10頁。
（９）阿部宗弘「わが国におけるエコツーリズム展開の方向」，『国立公園』
No.518，1993年11月，８頁。
（10）前掲拙稿「環境庁管理下の国立公園行政管理機構」，『経済志林』第88巻
第４号，493頁。
（11）阿部宗宏「『自然公園等における自然とのふれあいの確保の方策について』
の自然環境保全審議会の答申について」，『国立公園』No.536，1995年９月，
９頁。
（12）この「答申」は，同上誌，10頁以下に掲載
（13）引用の各年度の予算については，『国立公園』誌掲載の各年度の予算報告
を参照。
（14）澤村宏「平成８年度自然保護局の予算の要求・要望」，『国立公園』No.538，
1995年11月，２頁。
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しい自然破壊と環境毀損を起こしたことについては拙著ですでに論じたと
おりである（1）。
その他，日光国立公園内の奥鬼怒スーパー林道（1970年工事開始，1981
年に工事中止，1983年工事再開1988年不完全完成），大雪山国立公園内の
士幌高原道路（1969年県道として工事，1963年未着分工事中止，1999年最
終的に中止）も，著しい自然破壊と環境毀損をともない，自然保護運動の
反対にあって中止された（2）。これらの道路建設については，本研究第５章
において検討を予定している。
いずれにしろ国立公園内の観光道路，施設の建設が著しい自然破壊と環
境毀損をもたらしてきたことを忘れることはできない。
②利用者による直接的な自然破壊・環境毀損
高度経済成長期以降，アクセスが改善され観光施設が整備されてレジャ
ーの大衆化が進展し有名な国立公園に膨大な利用者が集中し，貴重な自然
を破壊し環境を毀損するという問題が生じた。その代表的な現象は，一つ
は，国立公園の利用者が持ち込むゴミ等の放置，し尿の不処理，自然，風
景の破壊，環境の汚染などであり，もう一つは，マナーを欠いた過剰な利
用者による貴重な植物，湿地等の踏みつけによる裸地化，高山植物の採取，
盗掘などによる自然の破壊，環境の毀損である。
第１の，利用者が持ち込む大量のゴミ等の放置は，もっとも単純でわか
環境庁管理下の国立公園の利用政策
注
（１）前掲拙著『高成長期日本の国立公園』と拙稿「中部山岳国立公園内の開発
計画反対と自然保護運動」，『経済志林』第86巻第１号，2018年６月，を参
照。
（２）日光国立公園内の奥鬼怒スーパー林道については，藤原信「奥鬼怒スーパ
ー林道の問題点」，「奥鬼怒の自然を守る運動」，前掲『自然保護事典』①所
収，大雪山国立公園内の士幌高原道路建設については，北海道新聞社編『検
証士幌高原道路と時のアセス』，2000年，北海道新聞社，等を参照。
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りやすい現象で，早くからおもに高山に位置する国立公園の名勝所地にお
けるゴミの放置問題として社会問題化した。
「国立公園において廃棄物問題が顕在化した1950年代中頃（昭和30年代
前半）には国立公園誌において環境衛生の問題として頻繁に取り上げられ
ている」，その場合「廃棄物対策の基本的考え方は，広大な公園域内全体で
の清掃活動は困難であり，利用者の多い地域に重点的に屑入れを設置し，
収集した塵芥は焼却するが，量が少ない場合は穴を掘って燃やした上で埋
めるものであった。」と指摘されている（1）。
私も，拙著において高成長期の富士山と尾瀬におけるゴミ放棄の実態に
ついて述べ，こうした現象が，利用者のマナーの欠如に加え管理体制，特
に財政的な不備に基因していることを明らかにした（2）。
国立公園のゴミ問題は，富士山の場合が典型的かつ象徴的であった。例
えば1962年の『読売新聞』は，「富士山は“世界一”の山であるわけだ。
ところがこの世界一番美しい富士山は心ない登山者たちが長年にわたって
残していったカン詰めのあきかんやあきビン，紙くずなどでよごれ放題に
され，アメリカの内務長官スチユアート・ユードル氏が，あまりのよごれ
方にあきれて“富士山はゴミでまた標高を高くしている”と警句をとばし
たほどだ」と報じた（3）。
また1966年の『読売新聞』によれば，７月５日の日曜日に富士登山者6000
人が落したゴミは「10トン」，１人当たり1.6キログラムであると報じた。
この数字から推測すると，富士山に年間登山者の投棄するゴミは20万人の
場合，年間320トン，30万人登山者の場合は，年間480万トンにも達するこ
とになる（3）。
尾瀬のゴミについて言えば，1964年の『読売新聞』は，「いつもシーズ
ンになると，水バショウなどの湿性植物の“宝庫”といわれる尾瀬沼は，
ハイカーたちの行列が続く。あとに残されたゴミの山は相当なもので，こ
とに沼地には歩行者用の板を渡してあるため，板の両側に紙クズがめだつ。
なかでもひどいのは，尾瀬ヶ原，菖蒲平，燧岳，至仏山の頂上など。至仏
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山の頂上は空き缶が層をなし，〈山の標高が１メートル高くなっている〉な
どという声が出たほどだ」と報じている。富士山のデータから推測すると，
年間30万人の尾瀬登山者は，480万トンのゴミを残していくと推測される（4）。
ゴミは，分かりやすい問題であり，山で放置されていれば，誰の目にも
公害と認められ，批判に曝される。例え埋めて人目に付かないようになっ
ても，焼却したり埋めたりする事実は人の目に曝らされる。
そうした状況の中で1968年の自然公園審議会は，「自然公園行政の基本
に関する答申」で，目にあまるゴミ問題に対して，自然保護の強化の面か
ら国立公園の現地管理を強化し，国立公園の「美化対策の推進」として「自
然公園の美化清掃」を提起し，清掃法による特別清掃地域や季節的清掃地
域の指定，集団施設地区への清掃補助金の充実，美化清掃のための組織の
設立などを提起した（5）。
こうした施策は国立公園行政当局によってそれほど抜本的に実行された
わけではなかった。例えば，1969年の富士山美化清掃活動費は，115万円
であったが，厚生省が補助した富士山の清掃費は30万円に過ぎず，他の組
織からの清掃費85万円と比べ微々たるものであった（6）。
1968年に自然環境審議会の「自然公園制度の基本的方策に関する答申」
が「美化対策の推進」を提言して以降，「1970年の自然公園法改正では清
掃に関する条文を追加し，その後，清掃設備への補助金（1971年）や清掃
活動への補助金（1974年）がそれぞれ制度化されて，徐々に廃棄物対策が
充実してきており，現在の国立公園での廃棄物対策の基本はこの答申をも
とに形づくられたといえる。」とやや楽観的にみている意見もあるが（7）ゴ
ミ問題はそう簡単に解決したわけではない。1980年代，90年代に入っても
相変らず国立公園のゴミ問題が後を絶たなかった（8）。
ゴミ問題が1990年代には相当改善されたとはいえ，なお不十分な側面が
あったと言わなければならない。
ゴミ問題が比較的顕示的であり，問題解決の政策もとりやすかったのに
較べて，膨大な観光客と登山者が排出する山岳地域のし尿問題は，表面化
環境庁管理下の国立公園の利用政策
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しにくく，処理自体が難しいこともあって，解決が極めて停滞的あった。
そもそも1970年代までは，国立公園内の山岳におけるし尿処理はほとん
ど問題化していなかった。わが国の国立公園の山岳地域に多くの観光客と
登山者が入り，ホテル旅館，山小屋に宿泊し苑地にテントを張った。トイ
レが整備されたホテル旅館でも，処理が不十分なままにたれ流しが原則で
あり，特に登山者のし尿は，かつてはたれ流しが原則であった。とくに長
い間「男はキジ打ちに行く。女は花をつみに行く」などの隠語で語られた
ように，「野外排泄」が常態化されていた（9）。
山岳地域，キャンプ場や山小屋のし尿のたれ流しとし尿処理が問題化さ
れはじめたのは，漸く1980年代に入ってからであった。
当時中部山岳国立公園のレンジャーだった阿部宗宏氏は，1980年７月に
『国立公園』誌で「山岳地域の屎尿処理」と題して先駆的にし尿問題を取り
上げた（10）。
阿部宗宏氏は，中部山岳国立公園管理事務所が「梓川源流部の排汚水に
よる汚染の実態と対策調査」を信州環境保全研究会に委託して行なった中
間調査の報告を紹介した。
阿部宗宏氏は，この調査の行なわれた背景を説明し，上高地に毎年訪れ
る観光客・登山者のし尿に注目し，「山小屋やキャンプ場等急峻な山岳地帯
にある施設のし尿の処理方法は，便槽に底をつけずにおく地下浸透式，小
屋から離れた所に穴を掘って埋める埋立式，便槽が一杯になったらフタを
開けて流す放流式等明治以来の原始的な方法であって，その大多数が未処
理のまま自然の中へ放出するものであった。また，交通機関の到達可能な
下部の旅館やホテルは，浄化槽を設置し，一応処理するとはいうものの年
平均気温４度という高冷地では，浄化槽もその機能を十分に発揮すること
ができず，生のし尿の上澄み液を河川に放流するのに近い状況であった」
と，今日からみれば衝撃的な指摘を行なった。
こうした事態が危険な河川汚染を生むことを危惧して「地元豊科保健所
は，昭和46（1971）年から水系内主要地点に採水定点を設定し，大腸菌群
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細菌の検査」を行ない，「上高地の梓川本流でほとんど調査するたびに大腸
菌群細菌」を検出したという。
中部山岳国立公園管理事務所は，こうした事態を憂慮して1978年度に，
中部山岳国立公園固有のテーマとして梓川本流の汚染問題を取り上げ，
1979年度に信州環境保全研究会（代表村山忍三信州大医学部長）に委託し
て「梓川源流部の排汚水による汚染の実態と対策調査」を行なった。
調査結果については，阿部氏の本文を参照していただくとして，かなり
の汚染が確認され，今後登山者が増大すれば「深刻な問題となるおそれが
ある」と指摘されている（11）。
このようにし尿処理が不十分なための河川の汚染は，他の国立公園の山
岳にも進行していたようである。
1981年に『読売新聞』は，尾瀬の環境汚染が「山小屋のし尿処理などが
原因で沼の汚染がひどくなっている」，登山者の増加に「下水やし尿の処理
が追いつかない」と報じた（12）。
このような山岳におけるし尿処理は，1990年代になっていっそ頻繁に指
摘されるようになった。
1997年に日本トイレ協会事務局長の上行雄氏は，「山のトイレし尿処理
問題を考える」という論文で次のように指摘している（13）
一昔前は，山では「糞尿のたれながし」であったが，1990年代の中頃に
至っても，日本トイレ協会による山小屋のトイレに関するアンケート調査
によれば，し尿の「処分方法について環境に影響を及ぼさない方式をとっ
ている山小屋，回答数の約３分の１にも満たない22カ所」で，「残りの３分
の２は，現場での浸透（37），現場での放流（14），現場での埋立（3）な
ど，環境への影響が懸念される方式であった」と指摘されている。
2002年発行の信濃毎日新聞社編『北アルプストイレ事情』は，1990年代
の多くが国立公園内にある「北アルプス稜線近くにある山小屋44軒の内，
およそ９割の39軒が，小屋のトイレの屎尿を穴に埋めたり，がけや沢に放
流したりと，山岳地帯に直接投棄している実態」を明らかにしている（14）。
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更に「北アルプス南部に１年間に残された屎尿は，…1300トン以上と推
定され」「ほぼ同数の山小屋がある北アルプス北部の山小屋の屎尿も，ほぼ
同量とみられている」と指摘されている。こうした事態は「美観，臭気な
ど直接的な汚染だけでなく，水質，植生，生態系への影響」への懸念が生
まれていると指摘されている（15）。
本書は，常念小屋，槍岳山荘な７小屋について具体的なし尿処理の実業
を報じ，し尿の放置による，山小屋周辺のヘドロ化，自然，環境へのダメ
ージについて報じている。
以上のようにわが国の山岳地帯の国立公園では，し尿処理が極めて不十
分なままに放置され，人体に危険な河川汚染を生じさせていた。
こうした実態は，国立公園行政当局が，し尿処理のために相応の費用を
投じて対策を講じていなかったことの結果であって，その責任は，感じて
いかどうかはともかく国立公園行政当局にある。
こうしたトイレの実情を意識して環境庁は，やっと1989年に自然環境保
全審議会に「自然公園の利用のあり方」を諮問し，自然環境保全審議会は，
答申で「清潔で快適な公衆便所の整備」の項を設け，「便所は，公園施設の
中で最も基本的な施設の一つである」，「しかし現状は，清掃や管理が困難
であることもあり，老朽化して利用者に不快感を与えているものが少なく
ない」と指摘し，「全国の自然公園の公衆便所について総点検を行うととも
に，現在の施設整備費に加えて，新たな費用負担の方策について検討する
必要がある」と提言した（16）。
国立公園行政当局は，この答申を受けてさっそく，1990年に「『自然公
園リフレッシュ・トイレ作戦』と名付けて４Ｋ（汚い，臭い，怖い，暗い
―引用者）を追放し『明るく・安全な・愛される・アメニティートイレ』
の４Aを目指ざし，整備の方針，管理のあり方等を検討の上，推進する」
方針を提起した（17）。
そして環境庁は，自然公園のトイレ再整備のために財政的処置を講じる
ようになった。
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もっとも自然公園のトイレと一口に言っても，その実態は複雑極まりな
い。
自然公園内のトイレは，一般大衆が利用する公衆トイレ，おもに民間施
設が固有に所有するトイレの２種があり，一般的に自然公園のトイレとい
う場合は，自然公園内の公衆トイレである。
ここで自然公園の公衆トイレについて簡単に分析しておきたい。自然公
園の公衆トイレを問題にするとき，その数の膨大さに驚かされる。1988年
の調査によれば，国立公園・国定公園の公衆トイレ数は，民間施設を除い
て2258ヶ所といわれている（18）。
そのトイレの管理主体は，表９に示したように，138ヶ所（６％）を直轄
管理する環境庁，706ヶ所（31％）を環境庁から委託されて管理する都道
府県，更に478（21％）を管理する都道府県，935ヶ所（42％）管理する市
町村である。
間接を含め環境庁が関与する自然公園の公衆トイレ数は，37％であった。
その場合，国立公園内の公衆トイレ数はどの程度か知りたいところであ
るが，この表からは不明である。恐らく環境庁が補助金を出して管理を委
託する公衆トイレに，一定数の公衆トイレが含まれていると思われる。ち
なみに，老朽化したり，汲取りを水洗化したり「緊急に再整備」が必要と
される公衆トイレは，国立公園内で509ヶ所，国定公園内で454ヶ所あると
される（19）というから，国立公園内のトイレ数は，600ヶ所というところか。
次に公衆トイレの処理方式についてみると，環境庁直轄の場合，水洗が
42ヶ所（31％），簡易水洗３ヶ所（２％），汲取93ヶ所（67％）である。国
立公園の公衆トイレを全体的にみて遅れていることが確認できる。他の管
理主体の場合は，いっそう遅れていることわかる。
この調査は，国立公園に絞ってみた場合でも，公衆トイレの実態は，極
めて不衛生・不備な状況にあることがわかる。
公衆トイレの維持管理状況についてみると，48サンプのうち，望ましい
「毎日清掃を行なっている公衆トイレ」は38％，週３－４回が４％，週１－
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２回が48％，月２－３回が10％だという事である。全体的にみて，トイレ
の不衛生状態が一般的であることがわかる（20）。
トイレの維持経費についてみると，1988年の調査によれば，主要な国立
公園の公衆トイレの年間維持管理費は，平均48万円で，汲取式トイレの場
合は，45.3万円で水洗より１割ほど安い。また維持費の中で「清掃人件費」
が22.5万円で他の経費と較べると高い。それ故，財政難とあれば毎日掃除
を行なうトイレが少なくなるという事になる（21）。
以上のようなトイレ事情の中で，環境庁は，1991年に「自然公園リフレ
ッシュ・トイレ作戦」計画をたて，「国立公園等施設整備」事業の一つとし
て「公衆トイレ緊急再整備（生活関連重点化枠）」の事業を計画し，1991
年から93年の３年間で公衆トイレの改善策に取り組んだ（22）。
環境庁は，1991年に「公衆トイレ緊急整備」費2.4億円計上し「利用者が
集中する集団施設地等に設置されている公衆トイレ80ヶ所の改修」を行な
うたった。1992年度には，更に「公衆トイレ緊急整備費」15.9億円を計上
し，集団施設地等の「135ヶ所のトイレ再整備を進め，水洗化率の向上を図
るなど，快適なトイレ整備」を進めた。1993年度には，整備費は不明だが。
「185ヶ所のトイレの再整備が行われた。」（23）
これで国立公園のトイレの整備がある程度進んだと思われる。
表９　自然公園のトイレ事情（1988年頃）
トイレ設置主体 施設数
汚物処理方式
水洗 簡易水洗 汲取
環境庁直轄
環境庁補助　
　小計　
都道府県　
市町村　
合計　　　　
 138（100）
　　〔6%〕
 706（100）
　　〔31%〕
 841〔37〕
 478（100）
　　〔21%〕
 936（100）
　　〔42%〕
 2258（100）
　　〔100%〕
 42（31）
 111（16）
 153
 79（17）
 145（16）
 378（17）
 3 （2）
 22 （3）
 25
 16 （3）
 19 （2）
 60 （2）
 93（67）
 573（81）
 666
 383（80）
 171（82）
 1820（81）
注　江原満「自然公園リフレッシュ・トイレ作戦」，『国立公園489号，11頁より加筆。
　　国立公園内の公衆トイレ数不明。
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国立公園のトイレ対策を大きく前進させたのは，「自然公園等の整備事業
については，…平成６（1994―引用者）年度予算から公共事業関係費に位
置付けられ，平成７（1995―引用者）年度予算」から増額が図られたから
である（24）。
私には既存の資料からは詳細を明らかにできないが，公衆トイレ緊急整
備費も増大したと予想される。
そうした中で，トイレ対策については1994年度に環境庁は，「日光国立
公園尾瀬地区汚泥処理対策費」を設定し，1996年度については，「富士山
地域環境保全対策推進事業費」を新規に計上し「し尿処理問題，ごみ処理
問題，過剰利用問題等の各種環境保全問題について調査検討」に取り組み
始め，主要な国立公園の特定の地域の積極的なトイレ対策を行ない始めた（25）。
日本の自然保護運動の原点などと呼ばれた尾瀬では，「尾瀬の自然を守る
会」や環境庁も特別視して協力し，ゴミの持ち帰り運動や排水対策なども
先駆的な役割を果たしてきた（26）。またトイレ問題で脚光を浴びた富士山で
も不充分ながらトイレ対策が進められた（27）。
以上のように，1994年から「自然公園事業の公共事業化によって大幅な
予算を獲得して」「施設整備に限らず，自然再生も含めて，国や公共団体が
公園事業を行なう上で実質的な大転換」があったといわれているが（28），日
本憲法（第25条）が保障する「国民は健康で文化的な」「国民の健康，休養
及び教化」の場としての国立公園（自然公園法第１条）としては今だしの
感が残る。
国立公園の利用者の急増にともなってゴミ問題と違って日常的にはわか
りにくい国立公園利用者による貴重な植生，湿地帯などへの侵入，踏み込
み，あるいは貴重な高山植物などの盗掘，窃盗による自然破壊，環境の毀
損が問題化した。
私はすでに，高度成長期のそうした問題については尾瀬，富士山麓，大
台ケ原，立山山麓，乗鞍岳，上高地における国立公園利用者による自然破
壊，環境の毀損について不充分ながら論じてきた（29）。
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例えば宮脇昭氏は1966年の調査報告で「尾瀬ヶ原植生破壊の現状」にお
いて「尾瀬ヶ原では，このような自然植生が破壊されて裸地化した部分や，
ミタケスゲ群落，オオバコ群落などの代償植生におきかえられているとこ
ろは，木道ぞいの歩道および，山小屋附近である。さらに休けい所，牛首
付近の池塘周辺なども，写真撮影などのため湿原内に人が入りこみ裸地化
している。」「尾瀬地区の湿原でもっとも人為的に自然植生が破壊されてい
るのはアヤメ平である。」「ここは，多数の池塘が相接して存在し，多彩な
湿原植生が美しく，ひかくてき容易に到達しうるため，多数の人が，池塘
の周りの湿原には入りこみ」次第に池塘を裸地化し破壊している，と報告
している（30）。
環境庁設置後の1980年代，90年代の国立公園における観光開発と利用者
による自然破壊，環境毀損は続いた。1987年の「自然公園の利用のあり方
について」の「答申」は，第２章（2）「自然公園における利用上の問題点」
の節の③「過剰利用の発生」の項で，「一部の地域では踏みつけや排水によ
る植生等への影響も発生している。また，わが国の観光客はこれまで混雑
やわい雑さに比較的無頓着であり，優れた自然環境の中でもスピーカーに
よる騒音や立ち売りに対して寛容であったことは否定できない。」（31）と指
摘している。
注
（１）中澤圭一，土屋俊幸「尾瀬地域における廃棄物及び排水対策の検討過程」，
『ランドスケープ研究』（オンライン論文章）Vol.10，2017年，104頁。
（２）前掲拙著『高度成長期日本の国立公園』，第４章。
（３）同上，158頁。
（４）同上，142頁。
（５）自然公園審議会「自然公園行政の基本に関する答申」，『国立公園』No.223，
1968年６月，９頁。
（６）前掲拙著，139－40頁。
（７）前掲「尾瀬地域における廃棄物及び排水対策の検討過程」，105頁。
（８）「ゴミだらけの山河，」『自然保護』No.222，1980年11月，「白山国立公園
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におけるゴミ問題」，「石川県白山自然保護センター研究所報告７」1981年，
特別企画「山小屋のゴミ問題」，『山と渓谷』753号，1998年５月，「山小屋
のゴミが危ない」，『山と渓谷』757－8号，1998年９―10月，など参照。
（９）上幸雄「山のトイレし尿処理問題を考える」，『国立公園』No.553，1997
年５月，10頁。　
（10）阿部宗宏「国立公園のし尿処理問題」，『国立公園』No.372，1980年７月。
（11）以上，同上，５－６頁，９頁
（12）拙稿「高度成長期における主要国立公園内マイカー規制問題」，『経済志
林』第86巻第３・４号，2016年３月，367頁。
（13）前掲上幸雄稿「山のトイレし尿処理問題を考える」，10頁。
（14）信濃毎日新聞社編『北アルプストイレ事情』，2002年，信濃毎日新聞社，
３頁。
（15）同上，５頁。
（16）自然環境保全審議会自然公園部会利用のあり方検討小委員会「自然公園の
利用のあり方について」，『国立公園』No.475，1989年７月，18頁。
（17）江原満（施設整備課施設計画専門官）「自然公園リフレッシュ・トイレ作
戦」，『国立公園』No.489，1990年12月，10頁。
（19）同上，11頁。
（20）同上。
（21）同上，10頁。
（22）同上，11頁
（23）1991年度，1992年度，1993年度の国立公園予算，『国立公園』のNo.492，
38頁，40頁，No.492号，29頁，31頁，No.511，11頁，を参照。
（24）澤村宏「平成８年度自然保護局の予算の要求・要望」，『国立公園』No.538，
1995年11月，２頁。
（25）「平成８年度自然保護局の予算（案）の概要」，『国立公園』No.522，1994
年４月，７頁。1996年度，「平成８年度自然保護局の予算（案）の概要」，
『国立公園』No.541，1996年３月，２頁。
（26）尾瀬のトイレ対策については，前掲「尾瀬地区における廃棄物及び排水対
策の検討過程」，尾瀬の自然を守る会編『尾瀬を守る』（自然保護運動25年
の歴史，1996年，上毛文庫）などを参照。尾瀬林業
（27）富士山のトイレ対策については，富士山トイレ研究会「富士山にふさわし
いトイレを考える」，『国立公園』No.584，2000年６月。などを参照。
（28）前掲『国立公園論』，97頁。
（29）拙著『高度成長期日本の国立公園』の関係章節を参照。
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（2）国立公園の利用者の減少と国立公園の荒廃の兆し　
すでに見たように国立公園の年間利用者総数は，1990年代に入って頂点
に達し，1994年に４億828万人であったが，その後年々減少し，2000年に
は３億6636万人となり，６年間で4192万人，10.2％も減少している。これ
からわが国の人口減少が進展していく中で国立公園の利用者の一層の減少
が予想される。そうしたことを背景に，国立公園に外国人旅行者を招来す
るという国立公園の観光化が政府によって積極的に進められている。
このことは21世紀に入ってからの国立公園政策の重要な論点となって
いくが，ともかく，1990年代に入って国立公園の利用者数の低減と1990年
のバブル崩壊後，国立公園の施設に新しい事態が発生している。
自然保護局国立公園課の「国立公園における廃屋問題」と題する一文は，
次のように指摘している。
「宿泊業においては1980年代から1990年代前半にかけて団体旅行に対応
するための施設の新設・改修に大規模な投資を行ってきたが，バブル崩壊
により期待していた団体旅行が減少し，大規模施設のランニングコストな
どがまかなえずに業績が悪化した。金融機関の融資も厳しくなり，個人旅
行など現在のニーズに合わせた設備更新への投資や適正規模への縮小がで
きないまま老朽化が進み，経営破綻に追い込まれる宿泊施設が後を絶たな
い。
経営破綻した宿泊施設は，廃屋として放置され，そうした廃屋が散在す
る状況は旅行者に衰退した観光地の印象を与え，地域の魅力や活力を失わ
せる。特に自然の風景そのものが価値である国立公園においては，廃屋に
よりその価値が損なわれることは深刻な問題である。」（1）
（30）同上，139－40頁。
（31）前掲「自然公園の利用のあり方について」の答申，13頁，注（16）を参
照。
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もっとも環境省は，国立公園内の廃墟の実態は十分に把握していないよ
うである。2018年６月の環境省の諮問会議の第２回「国立公園における宿
泊事業のあり方にかんする検討会」で，国立公園内の廃屋の管理について
問われた環境省の事務局は，「そもそも国立公園の中に廃屋が何軒あるかす
ら，正確には把握できていない状況です。（環境省による―引用者）所管地
のように直接関知している土地についての廃屋の状況はある程度把握して
いますが，公園事業の施設でどれだけあるかと聞かれれば，十分把握でき
ていません。」と答えている（2）。
何とも無責任な答えであるが，管理を委託している施設の管理に目が届
かないという国立公園の管理機構の脆弱さがこうした事態を招いていたの
である。
こうした事態を生み出し放置していることの責任は大きいが，先の「検
討会」事務局が作成した資料は，「施設の廃屋化は一義的には長期的な経営
視点を欠き一時的な観光需要に対応した過剰な投資を行ってきた事業者の
責任であるが，国立公園においては環境省も現行制度の中で廃屋化を防ぐ
ことはできなかった。」と述べ（3），施設の廃屋化は一義的には事業者の責任
であるにしても，本質的には，国立公園内の施設の最終的管理は，国立公
園当局の責任であることを無視している。
『国立公園論』の論者は，国立公園が「いささか制度疲労を起こしてい
る」と指摘したが（4），その一つの傾向は，集団施設地区の一部の施設や国
民休暇村の施設の老朽化かである。
ともあれ，国立公園内の廃墟は，景観を悪化させるだけでなく，廃墟自
体にネズミなど野生小動物が住み着き不衛生である。
国立公園内の廃屋の実態は，広く知られたことであり，ウエッブサイト
で国立公園内の廃屋と検索すれば，無残な姿をたくさん見ることができる。
例えば日光国立公園内の鬼怒川温泉郷の多くの旅館，ホテルの廃屋の残骸
は，何とも痛ましい風景である。
2017年の「国立公園満喫プロジェクト」有識者会議で，温泉について通
環境庁管理下の国立公園の利用政策
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じているある委員は，「国立公園を含めた全国の温泉地を巡る中で，一番目
立つのが廃業した旅館などの廃屋」と指摘している（5）。
この問題は，環境省管理下の国立公園制度のところで論じることにした
い。
なおスキーブームが終焉し，スキー場の多くが閉鎖され，リフトやロー
プウエイを支える鉄骨や施設の残骸が放置され問題化されている。閉鎖さ
れたスキー場は，もっぱら中小スキー場であって，ゲレンデも大型で集客
力の大きい国立公園内のスキー場は，あまり閉鎖されていないようである。
それでも国立公園内のスキー場も幾つか閉鎖された例もあるようである（6）。
注
（１）環境庁第２回「国立公園の宿舎事業のあり方検討会」，討議資料「国立公
園の宿舎事業のあり方について」，2018年７月，３頁。
（２）環境省の諮問会議の第２回「国立公園における宿泊事業のあり方に関する
検討会議事録」，12頁。
（３）前掲，討議資料「国立公園の宿舎事業のあり方について」，３頁。
（４）前掲『国立公園論』，14頁。
（５）野添ちかこ氏（温泉と宿のライター）の環境省諮問委員会第４回「満喫プ
ロジェクト有識者会議」2017年２月での発言，同会議「事録要旨」，４頁。
（６）呉羽正昭「日本におけるスキー場の閉鎖・休業にみられる地域的傾向」，
『スキー研究』Vol.11,No.1，2014年。
